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本日の内容

Ⅰ.放射線障害防止法の概要

Ⅱ.改正法令の概要
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＜本資料の公開ＵＲＬ＞
放射線障害防止法とは

https://www.nsr.go.jp/activity/ri_kisei/kiseihou/index.html
（ホーム/政策について/RI 規制/放射線障害防止法とは）



Ⅰ.放射線障害防止法の概要

1. 法体系の概略

2. 放射線の定義

3. 放射性同位元素の定義

4. 放射線発生装置の定義

5. RI等の規制の流れ

6. 放射線障害防止法の規制区分
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１.法体系の概略

※ 原子力の研究，開発及び利用の基本方針
及び基本体制を定めた法律

※ 放射線障害を防止し，公共の安全を
確保することを目的とする法律

核燃料物質，核原料物質，原子炉
及び放射線の定義に関する政令

原子力基本法

放射線を放出する同位元素
の数量等を定める件(告示）

放射性同位元素等による放射線
障害の防止に関する法律施行令

放射性同位元素等による放射線障
害の防止に関する法律施行規則

定義政令

数量告示

放射性同位元素等による放射線
障害の防止に関する法律



2.放射線の定義

核燃料物質、核原料物質、原子炉及び放射線の定義に関
する政令（昭和32年11月21日政令第325号）

第4条 原子力基本法第3条第5号の放射線は、次に掲げ
る電磁波又は粒子線とする。
一 アルフア線、重陽子線、陽子線その他の重荷電粒子線及

びベータ線
二 中性子線
三 ガンマ線及び特性エックス線（軌道電子捕獲に伴つて発

生する特性エックス線に限る。）
四 一メガ電子ボルト以上のエネルギーを有する電子線及び

エックス線
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1MeV未満の各種X線撮影装置等は、放射線障害防止法の対
象外
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3.放射性同位元素の定義

放射線を放出する同位元素の数量等を定める件（平成12年
10月23日科学技術庁告示第5号）
• 密封されていない放射性同位元素(非密封RI)については，事

業所が所持する全てのものの下限数量の割合の和が１を超
えるもの

• 密封された放射性同位元素(密封RI)については，線源1個当
たりの数量が下限数量を超えるもの

第1欄 第2欄 第3欄

放射線を放出する同位元素の種類
数量(Bq) 濃度(Bq/g)

核種 化学形等

3H
14C
32P
35S

60Co
90Sr

137Cs
226Ra

一酸化物及び二酸化物以外のもの

蒸気以外のもの

放射平衡中の子孫核種を含む

放射平衡中の子孫核種を含む

1×109

1×107

1×105

1×108

1×105

1×104

1×104

1×104

1×106

1×104

1×103

1×105

1×101

1×102

1×101

1×101

数量告示 別表第1（抜粋）



4.放射線発生装置の定義

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令（昭和
35年9月30日政令第259号）

第二条 法第二条第四項に規定する政令で定める放射線発生装置は、
次に掲げる装置（その表面から十センチメートル離れた位置におけ
る最大線量当量率が原子力規制委員会が定める線量当量率以下であ
るものを除く。※）とする。

一 サイクロトロン (用途；PET検査薬の院内製造、粒子線治療)
二 シンクロトロン (用途；粒子線治療、放射光)
三 シンクロサイクロトロン
四 直線加速装置 (用途；放射線治療装置(リニアック)
五 ベータトロン (現在は使用されていない) 
六 ファン・デ・グラーフ型加速装置
七 コッククロフト・ワルトン型加速装置
八 その他荷電粒子を加速することにより放射線を発生させる装置で、放

射線障害の防止のため必要と認めて原子力規制委員会が指定するもの

※１ｃｍ線量当量率について600ナノシーベルト毎時（数量告示第２条）
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5.RI等の規制の流れ

使用の許可又は届出、販売・賃貸業の届出、廃棄業の許可

使用施設等の基準適合義務

廃止の届出、廃止措置計画の届出、廃止等に伴う措置の報告

使用等における基準の遵守義務

使用者等の管理義務
① 放射線の量の測定
② 放射線障害予防規程の作成
③ 施設立入者への教育訓練の実施
④ 施設立入者への健康診断の実施
⑤ 放射線取扱主任者の選任
⑥ 放射線管理状況報告書の提出

（施設検査）

（定期検査）
（定期確認）

対象事業所
①放射性同位元素の貯蔵能力が一定数量以上の貯蔵能力を有する事業所
②放射線発生装置を有する事業所
③廃棄事業所

対象事業所
①放射性同位元素の貯蔵能力が一定数量以上の貯蔵能力を有する事業所
②放射線発生装置を有する事業所
③廃棄事業所

立入検査



6.放射線障害防止法の規制区分

8

事業者区分 事業内容

許

可

届

出

使

用

者

特 定 許 可 使 用 者

• 非密封RIの使用
（貯蔵施設の貯蔵能力が下限数量の10万倍以上）

• 密封RIの使用
（貯蔵施設の貯蔵能力が10TBq以上）

• 放射線発生装置の使用

許 可 使 用 者
• 非密封RIの使用

• 下限数量の1,000倍を超える密封RIの使用

届 出 使 用 者
• １つあたりの数量が下限数量を超え，かつ下限数量

の1,000倍以下の密封RIの使用

表示付認証機器届出使用者 • 表示付認証機器の使用

届出販売/届 出賃貸業者 • 業としてRIの販売，賃貸

許 可 廃 棄 業 者 • 放射性同位元素等の業としての廃棄

－ • 表示付特定認証機器の使用

－ • 運搬を委託された者



Ⅱ.改正法令の概要

1. はじめに

2. 報告義務の強化

3. 廃棄に係る特例

4. 試験、講習等の課目の規則委任

5. 危険時の措置の強化

6. 放射線障害の防止に関する業務の改善の導入

7. 教育訓練

8. 記帳項目の見直し

9. 事業者責務の取り入れ

10. 法律名の変更及び法目的の追加強化

11. 防護措置(セキュリティ対策)の強化

12. 今後のスケジュール

13. 法令改正のポイント

14. 法令改正に伴う通知等

15. 行政規則の体系

16. 法令改正事項と適用対象のまとめ（平成30年4月1日施行分）
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• 平成28年1月に受けたIAEA(国際原子力機関)によるIRRS(総合
的規制評価サービス:Integrated Regulatory Review Service)
の結果及び「放射性物質及び関連施設に関する核セキュリティ勧
告」を踏まえ、平成28年5月25日の原子力規制委員会にて「放
射性同位元素使用施設等の規制に関する検討チーム」を設置し、
計10回開催、外部有識者や関係省庁を含め、議論を実施（平成
28年11月 放射性同位元素使用施設等の規制の見直しに関する
中間とりまとめ）

• 平成29年2月1日の第59回原子力規制委員会において、放射線
障害防止法の条文(案)を決定

• 第193回通常国会で可決され、平成29年4月14日に公布（公布
後1年以内又は3年以内に施行(２段階施行)）

• 改正法の一部の施行に伴う原子力規制委員会関係規則の整備等
に関する規則等を平成30年1月5日に公布(平成30年4月1日施
行)

1.はじめに
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2.報告義務の強化【1/2】

法律改正により、改正前の規則第39条第1項で規定している事故の報

告を、事業者の義務として法律上に規定

これに伴い、原子力規制委員会への事故故障等の報告について、改正

法令の変更点は以下のとおり

事故の報告には、原因究明や再発防止策等を含み、放射性同位元素等

の取扱いに関して専門的な知識が必要となることに加え、事業者の責

任をより明確化するため、報告義務を事業者に課し、運搬を委託され

た者を除外

改正前の規則第39条第1項第5号では、放射性同位元素等が管理区域

内で漏えいした場合の除外規定が限定されているため、排気設備の機

能が適正に維持されている場合と表面密度限度までの漏えいを除外要

件に追加

11＜平成30年4月1日施行＞

【全事業者】



2.報告義務の強化【2/2】

改正前の規則第39条第1項第6号では、使用施設で人が常時立ち入る

ことができる場所の線量限度のみを規定していたが、使用施設に限定

せず、施設基準が規定されている放射線施設を対象

見直しに伴い、事故故障等の各報告事項の目的、解釈及び運用上の留

意点について、原子力規制委員会への事故等の報告に関する解釈を制

定

12＜平成30年4月1日施行＞

【全事業者】



3.廃棄に係る特例

① 放射線障害防止法規制下の放射性同位元素及び汚染物(RI等)に
ついて、原子炉等規制法の廃棄事業者に廃棄の委託をしたRI等
を原子炉等規制法下の核燃料物質及び汚染物とみなすことで、
放射線障害防止法由来の放射性廃棄物の規制についても原子炉
等規制法の元で一元化に実施可能とした。
【許可届出使用者・許可廃棄業者が対象】
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4.試験、講習等の課目の規則委任【1/5】
① 定期講習等の課目の見直し

• RI利用の新たな形態や技術の進歩等に応じ、最新の知見を試験、講
習等の課目に適宜反映が行えるよう、法律の別表から規則に委任

• 現状の試験、資格講習、定期講習の一連の流れにおいて、事故対応
に関する課目は定期講習の「RI等の取扱いの事故の事例に関する課
目」のみであり、事故の対応等を行う課目がない

• 定期講習に関するアンケート調査結果では、事故の事例だけではな
く、原因や講じた措置、事故を想定した机上訓練等などの要望あり

定期講習の「事故の事例に関する課目」を事故対応や改善措置等を含
む課目に変更 ＜平成30年4月1日＞

• 定期講習は、RI事業者で選任された放射線取扱主任者が１年以内に
受けることになっており、定期講習を受講するまでは、事故対応に
関する能力を放射線取扱主任者が有していない可能性もある

試験で基本的な「事故対応に関する課目」を追加し、資格講習におい
て、「事故時の汚染の拡大の防止や汚染の除去等の実務の課目」を追
加 ＜平成31年4月1日＞
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4.試験、講習等の課目の規則委任【2/5】
② 試験の課目

• 平成30年度の試験は、改正前の法別表第1に規定する課目
• 平成31年度の試験より、課目を下記のとおり変更

15

試験の種類 課 目

第１種放射
線取扱主任
者試験

① 法に関する課目
② 第1種放射線取扱主任者としての実務に関する次に掲げる課目

イ 放射性同位元素及び放射線発生装置並びに放射性汚染物の取扱い並びに使用施設等及
び廃棄物詰替施設等の安全管理に関する課目

ロ 放射線の量及び放射性同位元素又は放射線発生装置から発生した放射線により生じた
放射線を放出する同位元素による汚染の状況の測定に関する課目

ハ 放射性同位元素等又は放射線発生装置の取扱いに係る事故が発生した場合の対応に関
する課目

③ 物理学のうち放射線に関する課目
④ 化学のうち放射線に関する課目
⑤ 生物学のうち放射線に関する課目

第２種放射
線取扱主任
者試験

① 法に関する課目
② 第2種放射線取扱主任者としての実務に関する次に掲げる課目

イ 放射性同位元素（密封されたものに限る。）の取扱い及び使用施設等（密封された放
射性同位元素を取り扱うものに限る。）の安全管理に関する課目

ロ 放射線の量の測定に関する課目
ハ 放射性同位元素（密封されたものに限る。）又は放射性汚染物の取扱いに係る事故が

発生した場合の対応に関する課目
③ 物理学のうち放射線に関する課目
④ 化学のうち放射線に関する課目
⑤ 生物学のうち放射線に関する課目



4.試験、講習等の課目の規則委任【3/5】
③ 資格講習の課目

• 平成30年度の資格講習は、改正前の法別表第2に規定する課目

• 平成31年度の資格講習より、第1種放射線取扱主任者講習及び第2種放射線取
扱主任者講習の課目及び時間数を下記のとおり変更
（第3種放射線取扱主任者講習の課目は変更なし）
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資格講習の種類 課 目

第１種放射線取扱
主任者資格講習

① 放射線の基本的な安全管理に関する課目（6時間）
② 放射性同位元素及び放射線発生装置並びに放射性汚染物の取扱い並びに使

用施設等及び廃棄物詰替施設等の安全管理の実務に関する課目（11時間）
③ 放射線の量及び放射性同位元素又は放射線発生装置から発生した放射線に

より生じた放射線を放出する同位元素による汚染の状況の測定の実務に関
する課目（12時間）

④ 放射性同位元素等及び放射線発生装置の取扱いに係る事故が発生した場合
の対応の実務に関する課目（1時間）

第２種放射線取扱
主任者資格講習

① 放射線の基本的な安全管理に関する課目（3時間）
② 放射性同位元素（密封されたものに限る。）の取扱い及び使用施設等（密

封された放射性同位元素を取り扱うものに限る。）の安全管理の実務に関
する課目（7時間）

③ 放射線の量の測定の実務に関する課目（7時間）
④ 放射性同位元素（密封されたものに限る。）又は放射性汚染物の取扱いに

係る事故が発生した場合の対応の実務に関する課目（1時間）



4.試験、講習等の課目の規則委任【4/5】
④ 定期講習の時間数等の見直し

• 平成30年度の定期講習より、定期講習が画一化した講習内容とな
らないよう、実効性のある定期講習とするため、課目の見直しや課
目ごとの時間数を最低限必要な時間数に変更することにより、登録
定期講習機関による柔軟かつ効果的な定期講習のカリキュラム設定
が可能となるように改善

• 受講期間は、改正前の受講した日から3年以内を一般高圧ガス保安
規則のように翌年度の開始日から３年以内と変更

• 原子力規制庁は、ベテランの放射線取扱主任者にも有益な講習内容
となるように、講習内容が充実するように定期講習機関を指導
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ここから３年以内

翌年度4/1今年度8月

定期講習受講

＜平成30年4月1日施行＞



4.試験、講習等の課目の規則委任【5/5】
⑤ 定期講習の課目

• 平成30年度の定期講習より、定期講習の種類、課目及び時間数を下記のとおり変
更、各課目及び総時間数について最低限度必要な時間数を定め、時機に応じて課
目ごとの時間数が設定可能

18

定期講習の種類 課目及び時間数

密封されていない放射性同位元
素の使用をする許可使用者、放
射線発生装置の使用をする許可
使用者又は許可廃棄業者が選任
した放射線取扱主任者が受講す
る定期講習

● 総時間数(4時間以上)
① 法に関する課目(1時間以上)
② 放射性同位元素等又は放射線発生装置の取扱い及び使用施設

等又は廃棄物詰替施設等の安全管理に関する課目(1時間以上)
③ 放射性同位元素等又は放射線発生装置の取扱いに係る事故が

発生した場合の対応に関する課目(30分以上)

放射性同位元素の使用をする許
可届出使用者が選任した放射線
取扱主任者(一の項上欄に規定す
る放射線取扱主任者を除く。)が
受講する定期講習

● 総時間数(3時間以上)
① 法に関する課目(1時間以上)
② 放射性同位元素(密封されたものに限る。)の取扱い及び使用

施設等(密封された放射性同位元素を取り扱うものに限る。)
の安全管理に関する課目(1時間以上)

③ 放射性同位元素等(密封されたものに限る。)又は放射性汚染
物の取扱いに係る事故が発生した場合の対応に関する課目
(30分以上)

届出販売業者又は届出賃貸業者
が選任した放射線取扱主任者が
受講する定期講習

● 総時間数(2時間以上)
① 法に関する課目(1時間以上)
② 放射性同位元素等の取扱いの事故の事例に関する課目

(1時間以上)



5.危険時の措置の強化

• IRRSにおける、応急の措置を講じるための手順の策定、組織
や資機材の準備等の事前対策の要求が不足しているとの指摘
から、Graded Approachの考え方に基づき、数量の極めて
大きいRIの許可届出使用者又は大規模研究用加速器施設の許
可使用者を対象に危険時の措置の事前対策を要求

• 危険時に周辺住民や報道機関等への積極的な情報公開及び安
全・安心に係る説明を適確に実施できるように、全事業者を
対象に、危険時の情報提供に関することを要求

19
＜平成30年4月1日施行＞



① 対象となる施設の基準【1/4】

放散性RI※1の基準（防災告示※3第1条第1項、別表第2欄）

• 使用の場所ごとに核種iの「1日最大使用数量」をAi、核種iのD2値をD2,iとして、
A/D2=Σi Ai/D2,i≧1となる使用施設を有する事業者が対象（ D2は深刻な障害を起こ
し得る放射性物質の量）

非放散性RI※2の基準（防災告示第1条第2項、別表第3欄）

• 核種iの1Sv/hとなる数量をXiとし、密封RIは、使用の場所ごとに核種iの「数
量の合計」をAi、非密封RIは、使用の場所ごとに核種iの「１日最大使用数量」
をAiとして、ΣAi/Xi≧1となる使用施設を有する事業者が対象

20

※1 放散性RI：気体・液体及び「非放散性」に該当しない固体（固体のうち「不燃性であり
粉末ではない固体（金属固体、焼結体、結晶体等）」を除く）

※2 非放散性RI：密封線源と不燃性がある粉末ではない固体の非密封線源（金属固体、焼結
体、結晶体等）

※3 防災告示：放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則第21条第1
項第14号の規定に基づき放射性同位元素又は放射線発生装置を定める告示（平
成30年原子力規制委員会告示第2号）



① 対象となる施設の基準【2/4】

21

第1欄 第2欄 第3欄 第1欄 第2欄 第3欄

3H 2×103 --- 90Sr 1×100 1×103

14C 5×101 2×107 99Mo 2×101 7×101

18F 3×101 2×101 99mTc 7×102 2×102

22Na 2×101 8×100 125I 2×10-1 1×104

32P 2×101 3×103 137Cs 2×101 3×101

57Co 4×102 2×102 192Ir 2×101 2×101

60Co 3×101 7×100 198Au 3×101 4×101

63Ni 6×101 --- 210Po 6×10-2 2×106

68Ge 2×101 2×101 226Ra 7×10-2 1×101

75Se 2×102 5×101 241Am 6×10-2 3×103

85Kr 2×103 6×103 252Cf 1×10-1 3×100

単位（TBq）

主な核種の D2 値（第2欄）及び Xi 値（第３欄）【防災告示別表】



① 対象となる施設の基準【3/4】

評価方法

• 放射性同位元素を群ごとに管理している場合は、群ごとの一日最大使
用量による評価、1日に使用できる核種の数を制限している場合は、制
限した核種の数で評価（最も保守的な値となるように核種等を選定し
て評価）

• 不燃性であり粉末ではない固体（金属固体、焼結体、結晶体等）につ
いては、使用の方法において放散するおそれのないものとして取り扱
うことを明らかにしている場合は、非放散性RIとして取り扱うこと

• 遮蔽機能を有する装備機器又はホットセル等で常に使用されている金
属固体等の非放散性RIは、重篤な確定的影響が生じる可能性が小さい
とみなし除外することから評価不要

① 遮蔽機能を有する容器の中で、常に放散するおそれのない放射性同位元
素を使用する装備機器（ガンマナイフ、血液照射装置）

② 放散するおそれのない放射性同位元素について、許可を受けた使用の場
所が遮蔽機能を有するホットセル等となっている場合又は使用の方法で
遮蔽機能を有すホットセル等の中でのみ使用することとなっている場合

22



① 対象となる施設の基準【4/4】

放射線発生装置の基準（防災告示第2条）

• 複数の部屋にわたって加速器が収納されている加速器施設、または
単一の部屋でも複数の出入口がある加速器施設（すなわち、単一の
室内に収納され、単一の出入口である施設は除く）であって、以下
の条件をみたすものが対象

放射線発生装置のビーム出力 P 、核子当りのビームエネルギー E に
対して、

• イオン加速器
（RI法施行令第2条に規定する放射線発生装置であって、

荷電粒子を加速するもの（電子加速器を除く））

P＞0.5 [kW] 、E＞100 [MeV/A]
※ 複数の核種の許可がある場合は、ひとつでも条件に該当すれば対象とする

• 電子加速器
（RI法施行令第2条に規定する放射線発生装置であって、

電子または陽電子を加速するもの）

P＞1 [kW]、 E＞50 [MeV] 
※ 放射光リングまたは、これに類するビームの取り出しを行わない蓄積型の電子

加速器は除外

23



② 事前対策の要求内容

対象となる許可使用者は、以下の内容を予防規程又は下部規程に要求

• 判断基準と対応
「放射線障害のおそれがある場合又は放射線障害が発生した場合」を、
具体的に判断するための基準を設定し、基準に対応した措置の手順を放
射線障害予防規程に定めることを要求（通報、応急措置等の対応の基準
と手順）

• 組織・資機材の整備、訓練
通報連絡、退避・救出、汚染の拡大防止や除染等のために必要な体制の
構築や資機材の整備・維持管理を行うとともに、訓練の実施について放
射線障害予防規程に定めることを要求

• 対応機関との連携
あらかじめ連絡方法、対応手順等について、対象となるRI事業者と、消
防機関、医療機関等との間で、事前対策の共有を要求

放射線障害予防規程を見直し、平成31年8月30日までに原子力規制委
員会への届出が必要

24

【極めて大量のRI又は大規模研究用加速器の許可使用者】



③ 判断基準と対応の具体例

25

区分 想定する事象例 準備する対応手順の例

放散性ＲＩ • 放射性同位元素の管理区域
外への漏洩、飛散

• 内部被ばくの発生

• 通報連絡の手順
• モニタリング・計測手順
• 拡大防止・除染の手順
• 作業者等の避難・救助の手順
• 立入制限の手順
• 消防・医療機関等への対応手順

非放散性ＲＩ • 遮蔽の喪失
• 外部被ばくの発生

• 通報連絡の手順
• モニタリング・計測手順
• 線源の収納または遮蔽の手順
• 作業者等の避難・救助の手順
• 立入制限の手順
• 消防・医療機関等への対応手順

放射線発生装置 • 外部被ばくの発生 • 通報連絡の手順
• モニタリング・計測手順
• 作業者等の避難・救助の手順
• 消防・医療機関等への対応手順

共通 • 管理区域の火災 • 通報連絡の手順
• 自衛消防等の対応手順

使用実態が多様なため、事業者が実態に応じて判断基準と対応手順を設定

【極めて大量のRI又は大規模研究用加速器の許可使用者】



④ 組織･資機材の整備､訓練の具体例

• 組織・資機材の整備
応急措置を行うための組織及び要員について
外部機関及び事業所内の連絡体制について
異常事象を検知する測定機器及び事故収束に使用する機材について

【資機材の例】
遮蔽具、かん子又は保護具（放射線発生装置を除く事業者）
エリアモニター、サーベイメーター等
（放散性ＲＩの対象事業者のみ）防護マスク、汚染防護服
（事故時に高線量が想定される場合）作業にあたる者のアラーム付
の個人用外部被ばく線量測定器 等

• 訓練（各年度に一度の訓練の実施を要求）
訓練の実施について

※実施する訓練の内容は、初動対応から事故収束までを通した訓練で
ある必要はなく、年度によって、一部のシナリオを想定した消火訓
練、通報訓練、避難誘導訓練等の要素訓練でも可

※実施した訓練を評価することで、次年度の訓練の改善点や手順を見
直し、応急の措置の実効性を高めるために、訓練の計画策定・評
価・改善に係る手順を定めること等を要求

26

【極めて大量のRI又は大規模研究用加速器の許可使用者】



⑤ 対応機関との連携の具体例

• 消防機関との連携
事業所の図面、放射性同位元素の種類、性状等、消防機関の活動に必
要な情報を予め共有し、危険時に事業者と協力した対応手順について
確認

消火時や救助時の留意事項について事前に共有、地域消防による事業
所内の視察や点検などの定期的な実施等

訓練の実施への助言等

被ばく又は汚染のある傷病者の搬送先及び方法について、事前に共有

• 医療機関との連携
被ばく又は汚染のある傷病者の受入れについて、事前に（受入れ可能
な）医療機関との間で認識を共有しておく※

※原子力規制庁と関係省庁が連携し、地域における受け皿の整備につ
いて検討した上で、事業者に対して情報提供を実施

• 警察との連携
事業所の図面、放射性同位元素の種類、性状等、警察の活動に必要な
情報を予め共有し、危険時に事業者と協力した対応手順について確認

27

【極めて大量のRI又は大規模研究用加速器の許可使用者】



⑥ 危険時の情報提供【1/2】

• 情報提供の現状
住民への説明、報道機関への情報提供は事業者の自主性によっている

このため、事業者により情報提供の手順化をしているところ、手順が
検討されていないところなど、対応はまちまちである

• IAEA(安全要件)の要求事項
放射線の緊急事態の発生時には、公衆に有用で正確な情報の提供、風
評への対応及びメディア等を含む外部からの問合せに対応する取り決
めを作成することを要求

• 周辺住民の理解が不可欠
RI施設での火災発生時にRIの放出には至らなかったものの、情報提供が
後手に回り、住民からの情報公開を求められた事例があった

危険時に周辺に影響が及ばない場合でも、事業者が情報を積極的に公
開し、安全・安心に係る説明責任を果たすことが必要

• 危険時に、外部に正確な情報を提供するとともに外部からの問合せ
に対応するための方法（情報提供の内容、手順等）を予防規程等に
要求

28

【予防規程の作成を要する全事業者】



予防規程又は下部規定へ要求する項目及び内容は、以下
のとおり

情報提供を実施する組織及び責任者

外部への情報提供方法・外部からの問合せ対応方法
• ホームページの活用
• 問合せ窓口の設置

外部へ提供する情報の内容
• 発生日時及び発生した場所
• 外部への影響の有無（汚染の状況等）
• 測定方法（測定機器等）及び測定結果
• 原因、再発防止策

地方自治体等と協定等を締結している場合は、これらにも速
やかな情報提供等が行える体制を併せて構築することも重要

29

例）

【予防規程の作成を要する全事業者】

例）

⑥ 危険時の情報提供【2/2】



6.放射線障害の防止に関する業務の改善の導入

• IAEA基本安全原則の「安全に対するリーダーシップとマネジ
メント」では、「放射線リスクに関係する組織並びに放射線
リスクを生じる施設と活動では、安全に対する効果的なリー
ダーシップとマネジメントが確立され、維持されなければな
らない。」とされている

• 法律改正により、許可届出使用者等は法令要求を満たすだけ
でなく、安全性に関する最新の知見を踏まえつつ、放射線障
害防止等に関し必要な措置を講ずる責務を有する

• 定期検査、定期確認の対象となっている特定許可使用者、許
可廃棄業者については、放射線障害予防規程に「自主的に安
全性の向上に向けた取組」に関し、マネジメント層を含む事
業者全体の取組として放射線障害の防止に関し継続的に改善
を行うことを記載すること要求（継続的な改善を行う方法・
体制を要求。）

30
＜平成30年4月1日施行＞



7.教育訓練【1/2】

• 教育及び訓練の時間数を定める告示において、項目ごとの時
間数は事業者の使用形態等を考慮せずに一律に規定

• 事業者におけるRI等の使用形態は、多岐に渡っており、様々
な核種を使用している事業者や装備機器又は放射線発生装置
１台のみしか使用していない事業者がある

教育訓練（継続）の実施期間を、前回の教育訓練を行った日
の属する年度の翌年度の開始の日から１年以内に変更

法令と、法令を踏まえて各事業者が定めている予防規程の内
容を関連付けて教育訓練を行うことができるように、「放射
線障害の防止に関する法令」と「放射線障害予防規程」の課
目を統合

31

【許可届出使用者、許可廃棄業者】

＜平成30年4月1日施行＞



7.教育訓練【2/2】

使用の目的及び方法が限定的な放射性同位元素装備機器又は放射
線発生装置を1台しか使用していない許可届出使用者を念頭に、
各項目の最低限必要な時間数を以下のとおり規定

項目ごとに必要な時間数を定める手順を予防規程に定めること
を要求

管理区域に立入前又は取扱等業務に従事する前の教育及び訓練に
ついて、実施した教育及び訓練の時間数を各項目ごとに記帳す
ることを要求

32

【許可届出使用者、許可廃棄業者】

• 放射線の人体に与える影響(30分以上)

• 放射性同位元素等又は放射線発生装置の安全取扱い(1時間以上)

• 放射線障害の防止に関する法令及び放射線障害予防規程(30分以上)

＜平成30年4月1日施行＞



8.記帳項目の見直し

規則第24条第1項第1号

タ 放射線施設に立ち入る者に対する教育及び訓練の実施年月日、項目、
各項目の時間数（第21条の2第1項第2号の規定により初めて管理区域
に立ち入る前又は同項第3号の規定により取扱等業務を開始する前に行
わなければならない教育及び訓練に限る。）並びに当該教育及び訓練
を受けた者の氏名
◆ 初めて管理区域に立ち入る前又は取扱等業務を開始する前の教育及び訓練

の記録には、各項目の時間数を記録することが必要

レ 第22条の3第1項に規定する場所において、外部放射線に係る線量、
空気中の放射性同位元素の濃度又は放射性同位元素によつて汚染され
る物の表面の放射性同位元素の密度の確認の方法及び確認をした者の
氏名並びに同項の規定により管理区域でないものとみなされる区域に
立ち入つた者の氏名
◆ 規則第22条の3第1項の規定により、放射線発生装置の運転を工事、改造、

修理若しくは点検等のために7日間以上の期間停止する場合における当該発
生装置に係る管理区域の全部又は一部を管理区域でないものとみなすさい
の測定及び確認した者の氏名を記録することが必要

33

【許可届出使用者】

＜平成30年4月1日施行＞



9.事業者責務の取り入れ

• IAEA基本安全原則の「原則1：安全に対する責任」では、「安全のための

一義的な責任は放射線リスクを生じる施設と活動に責任を負う個人または

組織が負わなければならない」とされており、諸外国においては、IAEA基

本安全原則に基づき事業者責任を明示

• また、最近の事故事象(漏洩等)の背景として、安全に対する意識の低下の

ほか、安全確保に係る組織・人といったリソース配分の不足・軽視が挙げ

られており、放射線取扱主任者のみならず、マネジメント層の積極的な関

与が不可欠

• これらを踏まえ、RI等に係る安全性をより一層高めていくために、事業者

が、個別の条文に規定されている規制要求に加えて、更なる自発的な取組

を講じる責務を有することを明確化

第6章 許可届出使用者等の責務

第38条の4 許可届出使用者（表示付認証機器使用者を含む。）、届出販売業者、届出賃貸業

者及び許可廃棄業者は、この法律の規定に基づき、原子力の研究、開発及び利用における安

全に関する最新の知見を踏まえつつ、放射線障害の防止及び特定放射性同位元素の防護に関

し、業務の改善、教育訓練の充実その他の必要な措置を講ずる責務を有する。
34

＜平成31年9月頃に施行＞



10.法律名の変更及び法目的の追加強化

現行法は「放射線障害の防止」の観点から規制要求を行ってい
るが、法改正により「特定放射性同位元素の防護(セキュリティ
対策)」を法の目的に追加することに伴い、法律名を「放射性同
位元素等による放射線障害の防止に関する法律」から「放射性
同位元素等の規制に関する法律」に変更

第1条 この法律は、原子力基本法（昭和30年法律第186号）の
精神にのっとり、放射性同位元素の使用、販売、賃貸、廃棄そ
の他の取扱い、放射線発生装置の使用及び放射性同位元素又は
放射線発生装置から発生した放射線によつて汚染された物（以
下「放射性汚染物」という。）の廃棄その他の取扱いを規制す
ることにより、これらによる放射線障害を防止し、及び特定放
射性同位元素を防護して、公共の安全を確保することを目的と
する。
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＜平成31年9月頃に施行＞



11.防護措置(セキュリティ対策)の強化

36
＜平成31年9月頃に施行＞

【検討中】

IAEAの放射性同位元素に係るセキュリティ勧告を踏まえ、悪意ある者
が特定放射性同位元素を盗取して悪用することを防止するために、特
定放射性同位元素の防護措置(セキュリティ対策)を法律で義務づけ
【特定RIの許可届出使用者及び許可廃棄業者が対象】

① 危険性に応じ、核種ごとに数量＊及び区分を設定し、区分に応じ
た防護措置を要求
* 「特定放射性同位元素を定める告示（案）」別表1及び別表2

② 工場又は事業所ごとに特定放射性同位元素防護管理者を選任して、
特定放射性同位元素の防護に関する業務を統一的に管理させるこ
とを要求

③ 特定放射性同位元素の取扱いを開始する前までに工場又は事業所
ごとに特定放射性同位元素防護規程の作成を要求

※ 特定放射性同位元素の防護措置(セキュリティ対策)に関する問い合わせは、セキュ
リティ担当まで（直通：03-5114-2260）

※ 防護管理者の資格要件となる特定放射性同位元素の防護措置に関する講習会を施行
後、実施予定。



防護対象の特定放射性同位元素

37

＜非放散性RI＞ 密封された特定放射性同位元素又は密封されていない特定放
射性同位元素（固体状の特定放射性同位元素であって、粉末ではなく、かつ、揮
発性、可燃性又は水溶性のいずれも有しないものに限る。）

「放射線源の安全とセキュリティに関する行動規範」（IAEA、2004年）に
記載されている25核種のうち、核燃料物質（Pu-238及びPu-239）を除
き、124Sbを加えた24核種について放射能／D値が1 以上のものが対象
放射能が減衰して区分が変わる場合は、軽微変更手続き等を行うことによっ
て、区分の変更又は防護措置対象からの除外が可能

＜放散性RI＞ 密封されていない放射性同位元素（固体状の特定放射性同位元
素であって、粉末ではなく、かつ、揮発性、可燃性又は水溶性のいずれも有しな
いものを除く。）

半減期が2日以上の放射性同位元素について、貯蔵室又は貯蔵箱に保管され
ている複数の放射性同位元素Iの最大貯蔵能力若しくは使用の場所における特
定放射性同位元素の1日最大使用数量が、放射性同位元素の種類に応じて、
放射能／D2値の合算が1以上のものが対象

放射性汚染物
放射性同位元素によって汚染された物を許可廃棄業者が廃棄する場合で、放
射能が十分に低い場合には、防護措置の対象外



12.今後のスケジュール

38
＜第10回放射性同位元素使用施設等の規制に関する検討チーム（平成29年10月20日開催）資料1を一部修正＞

【検討中】



13.法令改正のポイント【1/2】

今回の法令改正に伴い、平成31年8月30日までに予防規程の
変更の届出が必要

予防規程に定める事項の主な改正内容は以下のとおり

• 事項の見直し【予防規程の作成を要する全事業者】

– 主任者や従事者等の職務及び組織に関する事項を統合

– 主任者の代理者に関する事項の見直し

– 放射線施設の維持・管理と点検に関する事項を統合

– 教育訓練の項目及び時間数の見直し

• 危険時の情報提供（新設）【予防規程の作成を要する全事業者】

• 危険時の事前対策（新設）【極めて大量のRI又は大規模研究用加
速器の許可使用者】

• 放射線障害の防止に関する業務の改善（新設）【特定許可使用
者及び許可廃棄業者】
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13.法令改正のポイント【2/2】

予防規程に定める記載事項を追加するだけでなく、現状の組織や
管理、権限・役割等の実態を洗い出した上で、予防規程の記載
事項や放射線障害防止に関し必要な措置が組織的に行われるよ
うに、予防規程を見直すことが必要

今回の法令改正に伴い、予防規程に定めるべき記載事項を明確
にするため、平成29年12月に「放射線障害予防規程に定める
べき事項に関するガイド」を制定

特定放射性同位元素の防護措置(セキュリティ対策)に関する問合せ先

直通：03-5114-2260

特定放射性同位元素の防護措置以外に関する問合せ先

直通：03-5114-2155
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14.法令改正に伴う通知等【1/2】

• 平成28年のIRRSを踏まえ、放射線障害防止法に基づく規制
手続きに係る行政規則について、今後、順次訓令、審査基準
及びガイドを制定又は改正し、整備するとともに、旧組織が
発出した通知を段階的に廃止予定

• 予防規程に定めるべき事項を一部改正したことに伴い、予防
規程に定めるべき事項の詳細を明確化するため、「放射線障
害予防規程に定めるべき事項に関するガイド」を平成29年
12月に制定

• 原子力規制委員会への事故等の報告を法律上の義務としたこ
とに伴い、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関
する法律第31条の2に基づく放射性同位元素等による放射
線障害の防止に関する法律施行規則第28条の3の規定によ
る原子力規制委員会への事故等の報告に関する解釈」を平成
29年12月に制定
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14.法令改正に伴う通知等【2/2】

• 事故・トラブル等の緊急時における連絡方法に関して、旧組
織が発出した事務連絡を大幅に見直し、「放射性同位元素使
用施設等における事故・トラブル等の緊急時における連絡に
ついて」として改めて発出した。
（平成30年3月7日事務連絡 原規放発第1803076号）

• 放射線障害防止法に基づく放射線障害の防止に関する審査基
準等について(仮称)、放射線障害防止法に基づく放射線障害
の防止に関する検査ガイド（仮称）等についても今後とりま
とめ意見公募を実施予定

42



15.行政規則の体系

43

放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律

放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行令

放射性同位元
素等による放
射線障害の防
止に関する法
律施行規則

登録認証機関
等に関する規
則

放射線を放出する同
位元素の数量等を定
める件

密封された放射性同
位元素であって人の
健康に重大な影響を
及ぼすおそれがある
ものを定める告示

講習の時間数を定め
る告示

教育及び訓練の時間
数を定める告示

放射性同位元素等に
よる放射線障害の防
止に関する法律施行
規則第21条第1項第
14号の規定に基づ
き放射性同位元素又
は放射線発生装置を
定める告示

放射性同位元素等による放射
線障害の防止に関する法律に
基づく原子力規制委員会の処
分に係る審査基準等

放射線障害防止法に基づく放
射線障害の防止に関する審査
基準等について(仮称)

登録認証機関等における設計
認証業務規程等の審査基準及
び定期講習業務規程の確認の
視点について

放射性同位元素等による放射
線障害の防止に関する法律に
基づく立入検査実施要領

放射性同位元素等による放射
線障害の防止に関する法律第
31条の2に基づく放射性同
位元素等による放射線障害の
防止に関する法律施行規則第
28条の3の規定による原子
力規制委員会への事故等の報
告に関する解釈

放射線障害防止法に
基づく放射線障害の
防止に関する検査ガ
イド（仮称）

登録機関等に対する
立入検査ガイド

放射線障害予防規程
に定めるべき事項に
関するガイド

法律 政令 省令 告示 解釈・基準・要領 ガイド

改正済みの法令又は行政規則等

今後意見公募を実施する行政規則
(防護措置は除く)



16. 法令改正事項と適用対象のまとめ（平成30年4月1日施行分）

法令改正事項

許可届出使用者
許可
廃棄
業者

届出販
売業者、

届出賃
貸業者

表示付

認証機
器使用
者

特定
許可
使用
者

許可

使用
者

届出

使用
者

廃棄に係る特例の創設【文書１】
法第３３条の２、規
則第１９条第５項 ○ ○ ○ ○ － －

原子力規制委員会等への
事故等の報告の義務化※１【文書２】

法第３１条の２、規
則第２８条の３ ○ ○ ○ ○ ○ ○

課
目
の
規
則
委
任
化
等

放射線取扱主任者の
試験の課目

法第３５条第７項、
規則第３１条の２、
別表第２

（対象は試験を受けようとする者）
※経過措置により

課目の変更は平成３１年４月１日から施行

放射線取扱主任者の
資格講習の課目

法第３５条第８項、
規則第３１条の３、
別表第３

（対象は資格講習を受けようとする者）
※経過措置により

課目の変更は平成３１年４月１日から施行

放射線取扱主任者の
定期講習の課目及び

定期講習の頻度・時間
見直し

法第３６条の２第２
項、規則第３２条第
２項、第４項、別表
第４、講習の時間
数等を定める告示

○ ○ ○ ○ △※２ －
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【１/４】
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16. 法令改正事項と適用対象のまとめ（平成30年4月1日施行分）

法令改正事項

許可届出使用者
許可
廃棄
業者

届出販
売業者、

届出賃
貸業者

表示付

認証機
器使用
者

特定許
可使用
者

許可

使用
者

届出

使用
者

教育及び訓練の見直し（頻度・
課目・時間数）※１

規則第２１条の２第１
項、教育及び訓練の
時間数を定める告示

○ ○ ○ ○ － －

記帳項目の見直し（教育及び
訓練の各項目の時間数等）※１

規則第２４条第１項 ○ ○ ○ ○ － －

放射線障害予防規程の見直し
※１【文書３】

規則第２１条第１項 ○ ○ ○ ○ △※３ －

取扱いに従事する者の
管理を含む安全管理、主
任者の代理者

規則第２１条第１項
第１号、第２号 ○ ○ ○ ○ △※３ －

放射線施設の維持及び
管理並びに点検

規則第２１条第１項
第３号 ○ ○ ○ ○ － －

危険時の情報提供
規則第２１条第１項
第１３号 ○ ○ ○ ○ △※３ －

応急の措置を講ずるため
に必要な事項（危険時の
事前対策）

規則第２１条第１項
第１４号 △※４ △※４ △※４ － － －

業務の改善
規則第２１条第１項
第１５号 ○ － － ○ － －

【２/４】



【3/４】
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（放射線障害予防規程）
※１ 放射線障害予防規程の変更は、平成３１年８月３０日までに届け出ること。改
正規則に規定する事故等の報告、教育及び訓練の頻度並びに教育及び訓練の各項目の
時間数の記帳については、現行の放射線障害予防規程における記載によらず、規則の
施行（平成３０年４月１日）以降は、同規則の関係規定に基づいて対応すること。

（対象事業者の範囲）
※２ 表示付認証機器のみを販売又は賃貸する者並びに放射性同位元素又は放射性同位元素に
よって汚染された物の運搬及び運搬の委託を行わない者を除く。
※３ 表示付認証機器又は表示付特定認証機器のみを販売又は賃貸する者を除く。
※４ 告示「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則第二十一条第一項
第十四号の規定に基づき放射性同位元素又は放射線発生装置を定める告示」に定める放射性同位
元素又は放射線発生装置の使用をする場合に限る。

（法令改正事項を理解するための参考となる文書等）
【文書１】放射線障害防止法における「廃棄に係る特例」に関する制度の考え方について（平成
２９年９月６日原子力規制委員会決定）<< http://www.nsr.go.jp/data/000201968.pdf >>
【文書２】放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第３１条の２の規定に基づく
放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則第２８条の３の規定による原子
力規制委員会への事故等の報告に関する解釈（平成２９年１２月１３日原子力規制委員会）
<< https://www.nsr.go.jp/data/000215734.pdf >>

【文書３】放射線障害予防規程に定めるべき事項に関するガイド（平成２９年１２月１３日原子
力規制委員会） << https://www.nsr.go.jp/data/000215736.pdf >>

16. 法令改正事項と適用対象のまとめ（平成30年4月1日施行分）



47

○ＲＩ規制関連法令集（原子力規制委員会ホームページ） ※現行法令
https://www.nsr.go.jp/activity/ri_kisei/kanrenhourei/index.html

○「原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等
の一部を改正する法律案」の閣議決定（平成２９年２月７日原子力規制委員会）
https://www.nsr.go.jp/law_kijyun/news/170206_01.html

※改正法の新旧対照条文等を掲載

○「原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等
の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令」の閣議決定（平成２９年１２月１２日原子力規制
委員会）
https://www.nsr.go.jp/law_kijyun/news/20171212_01seirei_kakugi.html

※改正法第４条の規定の施行期日を平成３０年４月１日と規定

○「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令」の閣議決定（平
成２９年１２月１２日原子力規制委員会）
https://www.nsr.go.jp/law_kijyun/news/20171212_02seirei_kakugi.html

※改正法第４条の関係政令の新旧対照条文等を掲載

○原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律等の
一部を改正する法律の一部の施行に伴う原子力規制委員会関係規則の整備等に関する規則等の制定につい
て（案）（平成２９年１２月１３日原子力規制委員会）
https://www.nsr.go.jp/data/000213186.pdf

※規則・告示等は案のとおり決定

関係法令

16. 法令改正事項と適用対象のまとめ（平成30年4月1日施行分）

【４/４】


